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1. 研究の概要

 社会的背景：キャッシュレス決済が普及しつつも、中小企業の導入遅れが指摘される。

 学術的背景：先行研究では、消費者に注目した研究が多く、事業者側の研究が不十分。

 本研究では、日本の中小企業におけるキャッシュレス決済導入の決定要因について、
TOE（技術・組織・環境）フレームワークをもとに、中小企業経営者を対象とした大規模な個
票データを用い、実証分析を行った。

 キャッシュレス決済の導入の有無を被説明変数とするロジスティック回帰分析を行う。

 2021年6月と2025年1月の2時点の分析結果において、概ね同様の結果が得られた。

 キャッシュレス以外のDX実施が導入と強く関連することなどが示された。
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2．はじめに

 キャッシュレス決済とは

– 現金を使用せずに支払いを行う
手段の総称。

 キャッシュレス決済の普及

– 民間最終消費支出に占める割合
が40％を超える。

– 一方で、中小企業の導入の遅れ
が指摘される。 0
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3. 先行研究（１）

 この章では、キャッシュレス決済に関する研究を主たる分析対象に着目し、

「消費者側」 と 「事業者側」に大別して、紹介する。

【消費者側の研究例】

多くの研究が、「消費者がなぜ利用するのか」に焦点を当てている。

 日本における研究（Amoroso & Ackaradejruangsri, 2024）
– 促進要因： 知覚価値、楽しさ

– 抑制要因： セキュリティ・プライバシーへの懸念

 海外における研究（TAM/UTAUTモデル等の適用）
– ベトナム（Doan Van Dinh, 2024）：期待効果、社会的影響が重要。

– マレーシア（特にCOVID-19下）：政府支援、安全性、パフォーマンス期待が利用意図を向上
（Lee & Jais, 2022; Abd Razak & Salim, 2024）。
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3. 先行研究（２）

 消費者側の研究は、様々な国や地域、文脈で蓄積されている。

 一方で、事業者側の導入がなければ、消費者は利用できない。

– 普及には消費者と小売業者の相互作用が重要であり、両サイドのネットワーク外部性が
正の循環を生むことを二面市場理論に基づいて実証（Lee et al., 2019）。

 事業者側の導入要因を明らかにすることも重要である。

【事業者側の研究例】

 ドイツ（Schuster et al., 2016）：アプリ・システムの満足度が利用意図に影響。

 インド・ガーナ（Srinivasan et al., 2025 他）：TOEフレームワーク（技術・組織・環境）を
用いた分析。
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3. 先行研究のまとめ

 これまでの研究は消費者視点に偏重している傾向がある。

 しかし、実利用には店舗側の導入が不可欠である。

⇒事業者側の導入要因を明らかにすることも重要。

 一方で、事業者側の研究は不十分であり、とりわけ先進国での研究は少ない。

そのため、本研究は、事業者のキャッシュレス決済導入要因を実証的に明らかに
することを目的とした。
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4. 仮説構築（１）

【本研究でベースとなる理論的フレームワーク】

 TOEフレームワーク

 それぞれの頭文字は、TechnologyーOrganizationーEnvironmentを意味する。

 組織の技術導入を3つの側面から捉えるもの。

 キャッシュレス決済の文脈でこのフレームワークを用いている先行研究の例

– ガーナ（Gyamfi-Yeboah et al., 2021）

– バングラデシュ（Hossain et al., 2022）

12



4. 仮説構築（2-1）

 仮説の構築にあたり、先行研究の知見を踏まえ、キャッシュレス決済の導入を、技
術的要因、組織的要因、環境的要因の3つの面から捉える。

 この順に紹介する。

仮説1 （Technology）

 キャッシュレス決済以外のDXへの取り組みの有無と、キャッシュレス決済の導入と
の間には、正の関係がある。
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4. 仮説構築（2-2）
仮説2a （Organization）

 仮説2a1：従業員規模と、キャッシュレス決済の導入との間には、正の関係がある。

 仮説2a2：売上高規模と、キャッシュレス決済の導入との間には、正の関係がある。

仮説2b：経営者属性に関する仮説

 仮説2b1：経営者の若さと、キャッシュレス決済の導入との間には、正の関係がある。

 仮説2b2：経営者の性別が男性であることと、キャッシュレス決済導入との間には、正の関係がある。

仮説2c

 従業員過多の認識と、キャッシュレス決済の導入との間には、正の関係がある。

仮説2d

 財務面での厳しさと、キャッシュレス決済の導入との間には、負の関係がある。
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4. 仮説構築（2-3）

仮説3a （Environment）

 製造業と比較して、顧客との対面接点が多く、少額決済の頻度が高い業種に属する企業ほど
、キャッシュレス決済を導入する。

仮説3b

 企業の現在の業況の良さと、キャッシュレス決済の導入との間には、正の関係がある。

仮説3c

 企業の将来の業況見通しの良さと、キャッシュレス決済の導入との間には、正の関係がある。
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5.方法論
【使用するデータ】

 中小企業経営者を対象にした個票データである、大同生命サーベイ。

– 一定の経営実態を有する企業の経営者の声を直接把握できる点に特徴がある。

 同調査では、ほぼ毎月共通して尋ねる項目に加え、時宜に応じた多様なトピックについ
て詳細な調査が行われている。

 本研究で用いた調査は、2021年6月および2025年1月に実施されたものである。

調査時期 テーマ 回答者数

2021年6月調査 在宅勤務（テレワーク）とデジタル化の取組状況 10,392

2025年1月調査 「中小企業のDX推進」 6,996
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5. ロジスティック回帰

 キャッシュレス決済の導入ダミー（導入済み企業に1、そうでない企業に0）
を被説明変数として、ロジスティック回帰分析によって検証する。

 説明変数は、上述のように、TOE（Technology–Organization–Environment）
フレームワークに基づいて整理した。

 2021年6月と2025年1月の2時点のデータで、分析をそれぞれ行った。
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5. 推計結果
説明変数 推定値 標準誤差 z値 p値 有意水準

Technology（技術的要因）

他のDXの取組状況（「実施済み」を基準として）

取組なし -0.898 0.064 -14.098 <.001 ***

Organization（組織的要因）

売上高規模 -0.012 0.005 -2.432 0.015 *

経営者の年齢 -0.009 0.003 -3.458 <.001 ***

従業員の過不足（「過多」を基準として）

充足 -0.352 0.166 -2.118 0.034 *

Environment（環境的要因）

業種（「製造業」を基準として）

建設業 -0.24 0.102 -2.345 0.019 *

卸売業 0.343 0.113 3.041 0.002 **

小売業 1.554 0.1 15.556 <.001 ***

宿泊・飲食サービス業 1.934 0.162 11.908 <.001 ***

医療・福祉業 0.463 0.185 2.498 0.012 *

生活関連サービス業、
娯楽業

1.148 0.152 7.539 <.001 ***

その他サービス業 0.479 0.114 4.212 <.001 ***

将来の業況の見通し（「良くなる」を基準として）

どちらとも言えない -0.342 0.074 -4.629 <.001 ***

悪くなる -0.401 0.106 -3.781 <.001 ***
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2021年6月調査
説明変数 推定値 標準誤差 z値 p値 有意水準

Technology（技術的要因）

他のDXの取組状況（「実施済み」を基準として）

取組なし -0.455 0.1 -4.531 <.001 ***

Organization（組織的要因）

従業員規模 0.02 0.006 3.137 0.002 **

売上高規模 0.021 0.006 3.422 <.001 ***

経営者の年齢 -0.012 0.004 -2.907 0.004 **

Environment（環境的要因）

業種（「製造業」を基準として）

建設業 -0.357 0.16 -2.225 0.026 *

情報通信業 0.83 0.273 3.041 0.002 **

小売業 0.556 0.166 3.358 <.001 ***

宿泊・飲食サービス業 1.228 0.231 5.316 <.001 ***

生活関連サービス業、
娯楽業

1.016 0.224 4.544 <.001 ***

学術研究、専門・技
術サービス業

0.704 0.23 3.063 0.002 **

将来の業況の見通し（「良くなる」を基準として）

どちらとも言えない -0.415 0.116 -3.567 <.001 ***

悪くなる -0.667 0.182 -3.663 <.001 ***

2025年1月調査

注1）有意水準は、*** p < 0.001、** p < 0.01、* p < 0.05 を示す。
注2）スペースの都合上、5％有意の説明変数のみ抜粋して掲載。
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6. 仮説の検証結果

仮説 TOE分類 仮説の検証対象（説明変数） 2021 2025

H1 T 他のDX取組状況 支持 支持

H2a1，H2a2 O 企業規模（従業員・売上高） 不支持 支持

H2b
H2b1 O 経営者の年齢 支持 支持

H2b2 O 経営者の性別 不支持 不支持

H2c O 従業員の過多 一部支持 不支持

H2d O 財務的制約 不支持 不支持

H3a E 業種 概ね支持 概ね支持

H3b E 現在の業況 不支持 不支持

H3c E 将来の業況見通し 支持 支持
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6. 仮説の検証結果

【主な結果】

 業種：消費者接点が多く、低額・多頻度決済が行われる、小売業、宿泊・
飲食サービス業、生活関連サービス業・娯楽などの業種で導入が進む。

 経営者の年齢：若いほど導入確率が高い。

 業況の前向きな見通し：見通しの明るい企業ほど導入している。これは、一
時的な対応ではなく、将来の投資として行われている可能性。あるいは、成
長志向的な企業行動と結びついていると考えられる。

 他のDXの取り組み状況：DXの取り組みがある方がキャッシュレス決済を導
入している。DXの取り組み経験がある企業の方が、技術基盤が備わっており
、新技術との技術互換性がある。
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7. 貢献と展望

【貢献】

 動学的な環境要因（将来の業況の見通し）をTOEフレームワークに追加して
検証を行い、これが重要な要因であることを示した点。

 大規模サーベイデータを用いて、先進国である日本のキャッシュレス決済
導入を分析し、コロナ禍での要因変化を明らかにした点。

 DXの取り組み経験がある企業ほど、キャッシュレス決済導入を行っているこ

とを明らかにした点。この点は、キャッシュレス決済を推奨するターゲットの
選定に役立ちうる。

【展望】

 因果関係を明らかにする研究が必要。
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ご清聴
ありがとうございました

神戸大学大学院 経営学研究科 博士課程前期課程2年

家森理彩子 やもりりさこ（ risakoyamori@gmail.com ）

 本研究では、日本の中小企業におけるキャッシュレス決済導入の決定要因について、TOE（技
術・組織・環境）フレームワークをもとに、中小企業経営者を対象とした大規模な個票データを用
い、実証分析を行った。

 キャッシュレス決済の導入の有無を被説明変数とするロジスティック回帰分析の結果

①製造業に比べ、小売・飲食等BtoC業種で導入が進んでいること

②経営者年齢が若いほど導入していること

③将来見通しが良い企業ほど導入が進んでいること

④キャッシュレス以外のDX実施が導入と強く関連すること が確認された。

 2021年6月と2025年1月の2時点の分析結果において、概ね同様の結果が得られ、要因構造は
安定的であった。
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Appendix

＜ロジスティック回帰の説明変数＞

 他のDXの取組状況ダミー（ありのとき1）
 従業員規模※
 売上高規模※
 経営者の年齢※
 経営者の性別ダミー（男性のとき1）
 従業員過不足感（過多・充足・不足の3区分のカテゴ
リ変数であり、参照カテゴリを「1．過多」）

 前月と比べた売上高（3区分のカテゴリ変数で、参照
カテゴリは「改善した」）

 前月と比べた利益（3区分のカテゴリ変数で、参照カ
テゴリは「改善した」）

 前月と比べた資金繰り（3区分のカテゴリ変数で、参照
カテゴリは「改善した」）

 業種（16区分のカテゴリ変数で、参照カテゴリは製造
業）

 現在の業況（3区分のカテゴリ変数で、参照カテゴリは
「良い」）

 1年後の業況の見通し（3区分のカテゴリ変数で、参照
カテゴリは「良くなる」）

＜統制変数＞
 地域（10区分のカテゴリ変数であり、参照カテゴリを九
州・沖縄）

 創業年数※

 ※は、選択肢の区分に階級中央値を付与し、連続変数として扱った変数である。

 ただし、カテゴリ変数とする推計も行ったが、同様の解釈が可能な結果が得られた。
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